
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title

日本企業の重要特許の成立過程に対する公的部門の寄

与に関する調査 : 大企業の研究者・技術者へのアンケ

ート調査(公的研究開発のマネジメント, 第20回年次学

術大会講演要旨集II)

Author(s) 金間, 大介; 立野, 公男; 桑原, 輝隆

Citation 年次学術大会講演要旨集, 20: 717-720

Issue Date 2005-10-22

Type Conference Paper

Text version publisher

URL http://hdl.handle.net/10119/6211

Rights

本著作物は研究・技術計画学会の許可のもとに掲載す

るものです。This material is posted here with

permission of the Japan Society for Science

Policy and Research Management.

Description 一般論文



2J02  日本企業の重要特許の 成立過程に対する 公的部門の寄与に 関する調査 
～大企業の研究者・ 技術者への ア ングート調査～ 

0 余聞大介，立野公男，桑原糖 隆 ( 文科 省 ・科学技術政策研 ) 

目 的 

近年、 研究開発活動に 基づく技術的イノベーションが 経済成長を高めることが 明らかになるにつれて、 従 

来 以上に公的研究開発の 産業支援の役割が 重要視されるようになってきている。 そこで 当 研究所では、 第 3 

期科学技術基本計画策定のための 基礎調査として「基本計画の 達成効果の評価のための 調査」を実施し、 2 

0 0 5 年 3 月に報告書を 公表した 1) 。 この調査の一環として「科学技術振興による 経済・社会・ 国民生活へ 

の寄与の定性的評価・ 分析」 ( インパクト調査 ) を実施した 2) 。 このインパクト 調査では、 各分野の計 3 2 

の 代表的な技術を 取り上げ、 それぞれの技術がどのようなインパクトを 経済・社会・ 国民生活にもたらした 

か、 またそのインパクト 実現の過程において 公的研究開発・ 支援がどのような 形で貢献したかについて、 事 

何分析を行った。 本調査は、 上記インパクト 調査を定量的視点から 補完するため、 平行して実施したもので 

あ る。 即ち、 研究開発全般に 対する公的投資に 基づく諸活動が、 民間企業の実施する 研究開発活動にどの 程 

度 寄与しているか ( 以下、 「公的寄与」という ) を、 一定の定量性を 持って把握することを 目的とする。 
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  ③分析内容 

下 

公的投資の寄与が 一定程度あ ると思え 企業の業績に 大きく寄与しているものを 各企業 
るものを選定 が 選定 ( 公的投資の関与の 有無は考虚しない ) 
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公的投資の寄与の 内容を定性的に 体系公的投資の 寄与度を数号 化 。 民間企業の実施 
化 。 技術全体における 寄与の度合いに っ する研究開発全般に 対する寄与の 度合いを 定 
  いてはこの 謂 査からは不明 景 的に分析 

インパクト 講査 と本語査の比較 

謂 五方法 

科学技術の具体的な 成果として企業において 実用化された 重要 

な 特許の発明者を 直接の回答者としてアンケート 調査を実施した。 

その結果、 アンケートを 依頼した大企業 5 (M 社のうち 4 Ⅰ社から 回 

答 が寄せられ ( 回答率 8 2%) 、 合計で 3 2 4 名の研究者・ 技術者 

から回答が得られた ( 右表 ) 。 アンケートの 設問は、 公的資金の導 

入や公的研究機関との 共同研究、 あ るいは公的研究機関の 成果が当 

該 技術に一定の 寄与をしているかどうかを 測定できるよ う 考慮し、 
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合計 1 8 項目の設問を 設定した。 また、 アンケートの 結果から得られる 公的寄与を指数化するため、 アンケ 

ートの選択肢であ る「該当する」、 「多少該当する」、 「該当しない」の 各項目を、 それぞれ 1.0 、 0.5 、 0 とし 

て 数値化し、 各設問毎に平均を 取り寄与 度 とした。 

集計結果と公的寄与 

アンケート調査の 結果より、 全回答者の約 7 9% が 1 8 設問 中 少 

なくとも 1 個以上「該当する」もしくは「多少該当する」を 選択し 

ており、 さらにその中でも 全体の約 2 2% が全設問の半数以上であ 

る 1 0 個以上を「該当する」もしくは「多少該当する」を 選択し 

ていることから、 公的投資の諸活動が 大企業の重要発明に 対して 

大きな貢献をしている 例が相当数存在することがわかった ( 右図 ) 。 

 
 

「該当する」「多少該当する」を 選択 

した個数に対する 全回答者の割合 

業種別にみた 寄与 度 

今回調査した 業種において、 各々の業種別に 比較・分析を 試みた結果、 業種によって 大企業の重要発明に 

対する公的投資の 諸活動の寄与度に 大きな違いがあ ることがわかった ( 下図 ) 。 業種全体の比較としてはこ 

のような傾向が 示される一方、 それぞれの業種によって 公的投資の寄与形態が 異なることも 明らかになった。 

しかし、 いずれにしても、 全体的に寄与良が 低い業種も含めて 全ての業種において、 公的研究機関の 存在感 

は 少なくないと 感じられる結果となった。 

  一 Ⅱ 億勒 今寺を コ入 した '" 。 億劫今年を 仮入 " た 

5 一 「 公共 百達が   5 一 Ⅰ 公共Ⅰ達が Ⅰ 一 2 公的 @ Ⅰ と 
Ⅰ究を加 丈 してくれた 共同Ⅰ尭を行った 研究を加立してくれた 共同研究を行った 

2 一 2 千イスカ ツ ション 

4 研究により 一 5 公的ⅠⅠの 有 袖柱祥 - メ "" Ⅱ "   2-2  憶によりⅠⅠ -F-fX*'y->3> 届 決 め 4 研究により 一 5 公的 有妨桂憶 ユロ の           " 旺 により面Ⅰ 屋 決 め 

が珪毘 された ( 安全 ぬ Ⅰ 憶 ) ヒントをⅠ た が硅再 された ( 安全な仮葬 ) ヒントを 侍た 

4 一 4 公的も田の ㌔ Ⅰ @. ト @@ 3 一 Ⅰ公的 億目の 4 一 4 公的ⅠⅠの 

Ⅰ弗が何 % 化に使立った 研究が甘 串 化に 伎 立った Ⅰ Ⅰ ，， -.   公的ⅠⅠの 
可億 桂を示してくれた 可鹿 桂を示してくれた 

匡三 國 
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Ⅰ 一 1 補助 圭寄 され入した 
0.7 T 

] 一 Ⅰ 甘劫全憶 をお入した   

5 一 Ⅱ 公共Ⅰ まが Ⅰ 一 2 公的ⅠⅠ と 5 一 Ⅰ 公共Ⅰ迫が Ⅰ 一 2 公的ⅠⅠ と 

Ⅰ究を加ましてくれた 研究を加立してくれた " 共用Ⅰ襄を行った 

4 一 5 公的圧Ⅰ の 2 一 2 千イスカ ツ ション 4 一 5 公的 ユ Ⅰの 2 一 2 デイスカ ツ ション 

研究により 有妨佳簸 時によりⅠⅠ解決の 研究により押妨社町   仔 により 而 Ⅰ 仁 決 め 

が 確確された ( 安全規Ⅰ 時 )                   " 硅 Ⅰ "" 。 。 """ 。 桝 ヒントをⅠ た 

3 一 l 公的接Ⅰ の 4 一 4 公的ⅠⅠの 3 一 ] 公的ⅠⅠの 

4 一 4 公的ⅠⅡの Ⅰ ユ 研究が目 兎の 研究 が 杖を化に役立った 壬硅研尭が Ⅰ生の 
研究が 笘車 化に 往 立った 訂 梶柱を示してくれた 麹 1 梶柱を示してくれた 

5 一 Ⅰ 公共Ⅰ遼が Ⅰ 一 2 公的 億 Ⅰ と       公共Ⅰ違が 「 一 2 公的ⅠⅠ と 

研究を加立してくれた 共同Ⅰ究を行った 研究を加江てくれた 

2 一 2 チイスカ ツ ション 

                                            @ """""""""""" 一   一 ～ 笈 ， 探好                                               憶 により ロ Ⅰ 屋決の 

が荘 Ⅰされた ( 安全ⅠⅠ 寺 ) ヒントをⅠた が 硅 Ⅱされた ( 安全なⅠ 憶 ) 

4 一 4 公的ⅠⅠの 3 一 l 公的 且 Ⅰ の 。 " 。 公的稗田。 '"' 公 " Ⅰ 廿 。 

Ⅰ尭が コ臣 化に 伎 立った 革色弛 究が Ⅱ尭の Ⅰ尭が杖を佃 r 役立った Ⅰ 硅 Ⅰ克がⅡ尭の 
可柁 桂を示してくれた 。 佳 "" 札 。 。 " 。 

眉動車 ・輸送用 機掛 匝劃 

Ⅰ 一 Ⅰ 億劫 金緩 をも入した 

5 一 l 公共Ⅰ棄が   5 一 Ⅰ 公共日進 び Ⅰ 一 2 公的 億 Ⅰ と 

研究を加屯してくれた 共同研究を行った 研究を拍車してくれた 共同 研 弗を行った 

4 一 5 公的ⅠⅠの 

Ⅰ究により有ぬ 桂憶   " 2 一 帝により 2 チイスカ 血 Ⅰは ツ 4 ション 決の 4 研究により 一 5 公的世田の 有妨桂憶 " 一     一 "@"""""" 憶によりⅠⅠ 。 " 伊 。 決 "" め 

が硅臣 された ( 安全規 仁好 ) ヒントを 冊た が硅 Ⅰされた ( 安全 荻棚憶 ) ヒントをⅠ た 

3 一 Ⅰ 公的 キ Ⅰ の   3 一 ] 公的ⅠⅠの 
4 一 4 公的ⅠⅠの Ⅰ 圧 研究がⅠ元の 研究が田 宰 化に 伎 立った Ⅰ 硅 研究がⅠ尭の 

研究が 4 年化に役立った 可 梶柱を示してくれた 可珪 桂を示してくれた 

鉄鋼・ 非鉄 ・金属製品 [g@l 

回答者を 25 名以上含む 7 業種の寄与度の 比較 

公的部門に対する 要望 

アンケートでは 18 の設問項目に 加えて、 自由記述形式にて 公的部門に対する 要望も記入していただいた。 

その中で主な 意見として、 ①基礎研究や 基礎と実用化の 狭間にあ る研究領域に 対する投資、 公平な評価・ 計 
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測 技術によるバックアップ、 標準化活動や 規格作成等の 旗振り役、 異分野人材の 交流促進など、 主に公的投 

資の対象や役割に 関するものと、 ②研究成果の PRR の拡大や一覧の 作成、 事務手続きの 簡素化や知財 権 に関 

するルールの 整備など、 主に公的部門の 運営に関するものが 寄せられた。 

政策的インプリケーシヨン 

以上の結果より、 主に以下の 3 点の政策的インプリケーションが 導き出される。 

1) 我が国経済の 活性化・国際競争力強化に 向けて、 今後さらに重要となってくるであ ろうサイエンス 型イ 

ノベーションの 創出に対し、 公的投資の厚みは 欠かせないものとなってきている。 本調査の結果より、 

直接的・間接的を 合わせると、 これまでの公的投資の 諸活動が大企業の 重要特許の発明に 対して大きな 

貢献をしている 例が相当数存在することがわかった。 

2) 今後、 サイエンス型イノベーションの 創出に向けて、 公的研究機関はどういった 姿勢で貢献していくべ 

きか。 その論点に対する 一つの方針として、 アンケートの 回答結果と、 各設問間の相関関係を 算出・ 比 

校 した結果より、 我々は今後も 公的機関の基礎研究力 め 強化に努めっ っ 、 この効果を最大限に 引き出す 

べく、 公的機関との 共同研究を推進させていくことが 重要であ ることが示唆された。 

3) 業種別分析の 結果から、 各業種におけるこれまでの 公的寄与の度合は 異なっており、 その寄与形態も 

様々であ ることが明らかとなった。 しかし今後は、 従来より公的寄与の 大きい分野・ 業種に対する 更な 

る 改善・発展は 言さまでもなく、 本調査において 寄与 度 はあ まり高くないとされた 医薬品業種や、 自動 

車・輸送用機器の 環境問題に関わる 技術開発など、 これからの産業の 発展には欠かせないと 思われる 分 

野 ・業種においても 公的寄与の拡大・ 明確化を推し 進め、 それぞれの分野や 特徴に応じた 科学技術シス 

テム を構築・実践していくことが、 科学技術政策の 大きな役割の 一つと言える。 
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